
市川市介護サービス事業者等指導実施要綱 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第２３条及び健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第

８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するもの

とされた同法第２６条の規定による改正前の法（以下「旧法」という。）第

２３条並びに市川市介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する規則

（平成２８年規則第１２号）第１２条の規定による文書の提出等に係る措置

を受けた介護保険に係るサービス事業者及び介護保険施設等の開設者等（以

下「サービス事業者等」という。）に対して、市が行う指導について、必要

な事項を定めるものとする。  

（指導方針）  

第２条 市長は、サービス事業者等に対して行う介護給付、予防給付及び第１

号事業支給費（以下「介護給付等」という。）の支給に係る居宅サービス等

（以下「介護給付等対象サービス」という。）の利用者の自立支援及び尊厳

の保持を念頭において、サービス事業者等の支援を基本とした介護給付等対

象サービスの質の確保及び介護給付等の支給の適正化を図るため、改善の必

要があると認められる事項について適切な指導を行うものとする。  

２ 市長は、介護給付等対象サービスの内容及びサービス事業者等からの介護

給付等に係る費用（以下「介護報酬」という。）の請求の内容に関し、法令

及び市が別に定める指導に係る基準（以下「法令等」という。）に対する適

合状況等について明らかにし、改善の必要があると認められる事項について

適切な指導を行うものとする。  

（指導の対象）  

第３条 この要綱において必要な事項を定める指導の対象は、次に掲げるサー

ビス事業者等とする。 

⑴  法第８条第２５項に規定する介護保険施設及び旧法第４８条第１項第

３号に規定する指定介護療養型医療施設の開設者等  



⑵ 法第４１条第１項に規定する指定居宅サービス事業者  

⑶ 法第４２条の２第１項に規定する指定地域密着型サービス事業者  

⑷ 法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援事業者  

⑸ 法第５３条第１項に規定する指定介護予防サービス事業者 

⑹  法第５４条の２第１項に規定する指定地域密着型介護予防サービス事

業者  

⑺ 法第５８条第１項に規定する指定介護予防支援事業者  

⑻  法第１１５条の４５第１項第１号イに規定する第１号訪問事業を行う

指定事業者  

⑼  法第１１５条の４５第１項第１号ロに規定する第１号通所事業を行う

指定事業者  

⑽ 居宅介護及び介護予防のための住宅改修を行う者  

⑾  第１号から第７号までに掲げるものに係る特例によりサービスを行う

もの  

（実施方針の策定）  

第４条 市長は、指導を効果的かつ効率的に実施するため、毎年度、指導の重

点事項、目標等を掲げる指導実施方針（以下「実施方針」という。）を定め

るものとする。  

（指導の形態）  

第５条 指導の形態は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるとお

りとする。  

⑴ 集団指導 介護給付等対象サービスの取扱い、介護報酬請求の内容、制

度改正内容及び高齢者虐待事案をはじめとした過去の指導事例等に基づ

く指導内容について、指導の対象となるサービス事業者等を年１回以上、

一定の場所に集めて行うものとする。なお、オンライン会議システム、ホ

ームページ等（以下「オンライン等」という。）の活用による動画の配信

等による実施も可能とする。  

⑵ 運営指導 指導の対象となるサービス事業者等の事業所において、次に



掲げる区分に応じ、それぞれ次に定めるとおり行うものとする。  

ア 一般指導 市が単独で行うものとする。  

イ 合同指導 市が厚生労働省、千葉県等と合同で行うものとする。  

（指導の対象の選定基準）  

第６条 市長は、重点的かつ効率的な指導を行うため、次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める選定基準に基づき指導の対象を選定するものとす

る。  

⑴  集団指導の対象の選定基準  市が指定の権限を有するサービス事業者

等を対象として選定するものとする。  

⑵ 運営指導の対象の選定基準  次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める

とおりとする。  

ア 一般指導 次のいずれかに該当するサービス事業者等を対象として選

定するものとする。  

(ｱ) 一般指導を行う年度の前年度にサービス事業者等の指定を受けた

もの  

(ｲ) (ｱ)により実施したサービス事業者を除き、前回の一般指導を受けた

日の属する年度の初日から起算して５年を経過したもの。ただし、認

知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護においては前回の一般指

導を受けた日の属する年度の初日から起算して２年を経過したもの

も選定可能とする。  

(ｳ) その他市長が特に一般指導を行う必要があると認めるもの  

イ 合同指導 一般指導の対象としたサービス事業者等の中から必要と認

めるものを選定するものとする。  

２ 千葉県及び他の市区町村が一般指導を行った結果、特に問題が認められな

かったサービス事業者等については、当該年度における運営指導を省略する

ことができるものとする。  

（指導の実施方法）  



第７条 指導の実施方法は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

とおりとする。  

⑴  集団指導  次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定めるとおりとする。 

ア 指導の通知 市長は、指導の対象となるサービス事業者等を決定した

ときは、当該サービス事業者等に対し、あらかじめ、次に掲げる事項を

文書等により通知するものとする。  

(ｱ) 指導の日時  

(ｲ) 指導の場所  

(ｳ) 出席を求める者  

(ｴ) 指導内容  

イ 指導方法 実施に当たっては、サービス事業者等対して、指導内容の

理解を深めるため質問や個別相談等の機会を設ける等、工夫するととも

に、実施体制等により単独での実施が困難な場合は、都道府県又は市区

町村が合同で実施することを検討する。また、集団指導を実施する場合、

その内容について都道府県管内での整合を図るため、相互に事前の情報

提供を行う等、連携を図るものとする。なお、集団指導に参加しなかっ

たサービス事業者等に対しては、使用した資料の送付等により確実に資

料の閲覧が行われるよう情報提供するとともに、オンライン等の活用に

よる動画の配信等による場合は、配信動画の視聴や資料の閲覧状況につ

いて確認する。  

⑵  運営指導  次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定めるとおりとする。 

ア 指導の通知 市長は、指導の対象となるサービス事業者等を決定した

ときは、当該サービス事業者等に対し、あらかじめ、次に掲げる事項を

文書により通知するものとする。ただし、指導の対象となる事業所にお

いて、高齢者虐待が疑われている等の理由からあらかじめ通知すること

により当該事業所の日常におけるサービスの提供状況を確認することが

できないと認められる場合は、指導を開始するときに文書により通知す

るものとする。  



(ｱ) 指導の根拠規定及び目的  

(ｲ) 指導の日時及び場所 

(ｳ) 指導の担当者  

(ｴ) 出席を求める者  

(ｵ) 準備すべき書類等  

イ 指導方法 法令等に基づき、関係者から関係書類を基に説明を求める

ものとし、面談方式により行うものとする。なお、施設・設備や利用者

等のサービス利用状況以外の実地でなくても確認できる内容の確認につ

いては、オンライン等を活用することができる。  

ウ 指導の内容 指導は次の内容について行う。  

(ｱ) 介護サービスの実施状況指導  

(イ) 最低基準等運営体制指導  

(ウ) 報酬請求指導  

エ 指導結果の通知等 市長は、運営指導の結果、人員、施設及び設備又

は運営について改善等を要すると認められる場合、介護報酬の請求につ

いて不正には当たらない軽微な誤りが認められる場合には後日、文書に

よりその旨の通知を行うものとする。  

オ 報告書の提出の求め 市長は、エの規定による通知を行ったサービス

事業者等に対して、当該通知を受け取った日から起算して１月以内に文

書による改善を要すると認められる事項に係る報告を行うよう求めるも

のとする。  

（調査書等の提出）  

第８条 市長は、指導の実施に当たって、あらかじめ、サービス事業者等に対

して当該指導の実施に必要となる書類の提出を求めることができる。  

（監査への変更）  

第９条 市長は、運営指導を行っているときに次の各号のいずれかに該当する

状況を確認した場合は、当該運営指導を中止し、直ちに市川市介護サービス

事業者等監査実施要綱（平成２９年７月７日施行）に基づく監査を行うもの



とする。  

⑴  都道府県知事及び市区町村長が定める介護給付等対象サービスの事業

の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準に従っていない状況が著し

いと認められる場合又はその疑いがあると認められる場合  

⑵ 介護報酬請求について、不正を行っていると認められる場合又はその疑

いがあると認められる場合  

⑶  不正の手段による指定等を受けていると認められる場合又はその疑い

があると認められる場合  

⑷ 高齢者虐待等により、利用者等の生命又は身体の安全に危害を及ぼして

いると認められる場合又はその疑いがあると認められる場合  

（補則）  

第１０条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。  

附 則  

 この要綱は、平成２０年１月１日から施行する。  

   附 則  

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。  

   附 則  

この要綱は、平成２９年７月７日から施行する。  

  附 則  

この要綱は、平成３０年１０月１６日から施行する。  

附 則  

この要綱は、令和４年１１月１５日から施行する。施行の際、「実地指導」

に関するものとして既に通知したものは「運営指導」に関するものとみなす。

当面の間、事業者等から「実地指導」に関するものとして提出があったものは

「運営指導」に関するものとみなす。  

 


